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　(3) 市部と町村部の性質別歳出の状況

      市部と町村部の性質別歳出の状況は、第32表のとおりである。

      義務的経費の占める割合は、市部49.2％（前年度39.6％）、町村部36.5％（前年度30.1％）であり、投資的

経費は、市部10.5％（前年度10.8％）、町村部12.5％（前年度14.8％）となっている。

      市部において義務的経費が町村部よりも高くなっているのは、生活保護に要する経費や児童扶養手当等が扶

  　助費に含まれていること等による。

      また、歳出合計を人口１人当たりでみると、市部は557,940円、町村部は771,438円となり、町村部が213,498円

　  高くなっている。

第32表　市部・町村部の性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 市部 町村部 市部 町村部

54,419,709 10.1 26,435,703 12.3 △0.7 △1.9 56,453 94,719

158,979,837 29.6 31,511,918 14.6 17.5 26.1 164,919 112,906

51,199,810 9.5 20,629,989 9.6 △1.1 1.1 53,113 73,917

264,599,356 49.2 78,577,610 36.5 9.4 8.6 274,485 281,542

56,542,357 10.5 26,626,613 12.4 △14.4 △25.1 58,655 95,403

補 助 事 業 費 29,944,801 5.6 6,969,299 3.3 △7.4 △31.3 31,064 24,971

単 独 事 業 費 26,597,556 4.9 19,657,314 9.1 △21.2 △22.7 27,591 70,432

149,311 0.0 237,651 0.1 47.5 △6.2 155 851

0 0.0 0 0.0 - 皆減 0 0

56,691,668 10.5 26,864,264 12.5 △14.3 △25.0 58,810 96,254

65,526,876 12.2 30,741,038 14.3 7.8 2.3 67,975 110,145

15,770,499 2.9 5,532,639 2.6 23.6 14.1 16,360 19,823

69,586,657 13.0 33,875,067 15.7 △58.9 △48.0 72,186 121,374

14,486,318 2.7 17,581,053 8.2 88.5 63.3 15,028 62,993

9,770,259 1.8 1,132,694 0.5 △11.0 3.8 10,135 4,058

41,413,849 7.7 21,001,654 9.7 0.5 △0.6 42,961 75,249

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

216,554,458 40.3 109,864,145 51.0 △28.5 △17.4 224,645 393,642

537,845,482 100.0 215,306,019 100.0 △12.0 △10.7 557,940 771,438

※　人口は令和４年１月１日現在の住民基本台帳人口である。市部963,984人、町村部279,097人

※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。
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Ⅵ　積立金の状況

　　積立金現在高は、第33表のとおりである。

　　令和3年度末における積立金現在高は1,988億8,032万円で、積立金の増や歳計余剰金の積立等により、基金全体で

　前年度に比べ229億2,997万円、13.0％増加している。   　

積立金現在高を目的別にみると、財政調整基金は721億5,349万円で前年度に比べ111億7,769万円、18.3％増加、

  減債基金は287億1,467万円で28億7,346万円、11.1％増加、その他特定目的基金は980億1,215万円で88億7,882

　万円、10.0％増加となっている。

第33表　積立金現在高の推移（年度末現在高）

（単位：千円）

区　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

財 政 調 整 基 金 61,948,595 60,247,762 59,665,919 60,975,802 72,153,493

減 債 基 金 30,609,650 28,480,088 26,645,576 25,841,211 28,714,672

そ の 他 特 定
目 的 基 金

87,290,142 89,152,645 87,940,824 89,133,339 98,012,154

合 計 179,848,387 177,880,495 174,252,319 175,950,352 198,880,319

　※　前年度数値について修正があった場合は、修正後の数値を記載している。

Ⅶ　地方債の状況　

　　地方債現在高は、第34表のとおりである。

　　令和3年度末における地方債現在高は7,357億4,621万円で、前年度に比べ100億797万円、1.3％減少している。

  地方債現在高を目的別にみると、臨時財政対策債が最も大きな割合（32.9％）を占め、以下、一般単独事業債

  （30.2％）、過疎対策事業債（12.2％）、教育・福祉施設等整備事業債（8.4％）、公共事業等債（4.7％）の順

  となっている。

第34表　地方債現在高の推移（年度末現在高）

（単位：千円）

区　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

市 計 540,198,738 537,245,390 544,564,847 547,684,091 542,566,911

町 村 計 195,012,194 195,281,323 194,525,855 198,070,086 193,179,296

市 町 村 計 735,210,932 732,526,713 739,090,702 745,754,177 735,746,207

　※　前年度数値について修正があった場合は、修正後の数値を記載している。


